
お詫びと訂正 

 

令和３年６月に発行しました「令和３年度地方債のあらまし」に誤りがありましたの

で、お詫びいたしますとともに下記のとおり訂正いたします。なお、訂正後のページは、

別紙のとおりです。 

記 

 

・Ｐ４７ 令和３年度地方債計画（通常収支分） 

その他同意等の見込まれる項目 

１ 防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策事業に係る地方負担額に対して発行する 

防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債 

２ 地方税等の減収が生じることとなる場合において発行する減収補塡債 

３ 地方財政法第 33条の５の 12の規定により発行する猶予特例債 

４ 地方税等、使用料・手数料の減収が生じることとなる場合において発行する特別減収対策債 

５ 公営企業の資金不足額が発生又は拡大することとなる場合において発行する特別減収対策企業債 

６ 財政再生団体が発行する再生振替特例債 

７ 資金区分の変更等を行う場合において発行する借換債 

 

・Ｐ４９ 令和３年度地方債計画（通常収支分と東日本大震災分の合計） 

その他同意等の見込まれる項目 

１ 防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策事業に係る地方負担額に対して発行する 

防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債 

２ 地方税等の減収が生じることとなる場合において発行する減収補塡債 

３ 地方財政法第 33条の５の 12の規定により発行する猶予特例債 

４ 地方税等、使用料・手数料の減収が生じることとなる場合において発行する特別減収対策債 

５ 公営企業の資金不足額が発生又は拡大することとなる場合において発行する特別減収対策企業債 

６ 財政再生団体が発行する再生振替特例債 

７ 資金区分の変更等を行う場合において発行する借換債 

８ 東日本大震災復興特別会計予算に係る国庫支出金を受けて事業を実施する場合に発行する一般補

助施設整備等事業債 

９ 東日本大震災復興特別会計予算に係る国庫支出金を受けて事業を実施する場合に発行する公営企

業債 

10 公営企業の事業区分において発行する震災減収対策企業債 

   

※下線が訂正箇所です。 

 

以上 

 

一般財団法人地方財務協会 
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づ
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す
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令令
和和

３３
年年

度度
地地

方方
債債

計計
画画

にに
つつ

いい
てて

  

 

令
和

３
年

度
地

方
債
計
画
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
厳
し
い
地
方
財
政
の
状
況
の
下
で
、
地
方
財
源
の
不
足
に

対
処

す
る

た
め

の
措
置
を
講
じ
、
ま
た
、
地
方
公
共
団
体
が
緊
急
的
に
実
施
す
る
防
災
・
減
災
対
策
、
公
共
施
設

等
の

適
正

管
理

及
び
地
域
の
活
性
化
へ
の
取
組
み
等
を
着
実
に
推
進
で
き
る
よ
う
、
所
要
の
地
方
債
資
金
の
確
保

を
図

る
こ

と
と

す
る
と
と
も
に
、
東
日
本
大
震
災
に
関
連
す
る
事
業
を
円
滑
に
推
進
で
き
る
よ
う
、
所
要
額
に
つ

い
て

そ
の

全
額

を
公
的
資
金
で
確
保
を
図
る
こ
と
と
し
て
、
通
常
収
支
分
、
東
日
本
大
震
災
分
の
そ
れ
ぞ
れ
に
つ

い
て

策
定

し
て

い
る
。
 

 １
 
通

常
収

支
分

 
 

(
1
)
 
概

況
 

総
額

は
１

３
兆
６
，
３
７
２
億
円
と
な
り
、
前
年
度
に
比
べ
て
１
兆
９
，
０
３
７
億
円
、
１
６
．
２
％
の
 

増
と

な
っ

て
い
る
。
 

こ
の

う
ち

、
普
通
会
計
分
は
１
１
兆
２
，
４
０
７
億
円
で
、
前
年
度
に
比
べ
て
１
兆
９
，
６
２
５
億
円
、
 

２
１

．
２

％
の
増
、
公
営
企
業
会
計
等
分
は
２
兆
３
，
９
６
５
億
円
で
、
前
年
度
に
比
べ
て
５
８
８
億
円
、
 

２
．

４
％

の
減
と
な
っ
て
い
る
。
 

 
 (
2
)
 
臨

時
財

政
対
策
債
の
発
行
 

地
方

財
源

の
不
足
に
対
処
す
る
た
め
、
地
方
財
政
法
第
５
条
の
特
例
と
し
て
臨
時
財
政
対
策
債
５
兆
 

４
，

７
９

６
億
円
（
前
年
度
に
比
べ
て
２
兆
３
，
３
９
９
億
円
、
７
４
．
５
％
の
増
）
を
計
上
し
て
い
る
。
 

 

(
3
)
 
緊

急
防

災
・
減
災
事
業
の
推
進
 

令
和

３
年

度
以
降
も
、
地
方
公
共
団
体
が
、
引
き
続
き
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
防
災
・
減
災
対
策
に
取
り
 

組
ん

で
い

け
る
よ
う
、
緊
急
防
災
・
減
災
事
業
を
令
和
７
年
度
ま
で
継
続
し
、
対
象
事
業
を
拡
充
（
避
難
 

所
の

新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
、
社
会
福
祉
法
人
等
の
福
祉
施
設
等
に
お
け
る
豪
雨
災
害
対
策
 

に
対

す
る

補
助

）
す
る
こ
と
と
し
、
５
，
０
０
０
億
円
を
計
上
し
て
い
る
。
 

 

(
4
)
 
緊

急
自

然
災

害
防
止
対
策
事
業
の
推
進
 

令
和

３
年

度
以
降
も
、
地
方
公
共
団
体
が
、
引
き
続
き
緊
急
に
自
然
災
害
を
防
止
す
る
た
め
の
社
会
基
 

盤
の

整
備

に
取

り
組
ん
で
い
け
る
よ
う
、
緊
急
自
然
災
害
防
止
対
策
事
業
を
令
和
７
年
度
ま
で
継
続
し
、
 

対
象

事
業

を
大

幅
に
拡
充
（
河
川
の
支
流
対
策
や
貯
留
施
設
の
整
備
等
の
流
域
治
水
対
策
等
）
す
る
こ
と
 

と
し

、
４

，
０

０
０
億
円
を
計
上
し
て
い
る
。
 

 

(
5
)
 
緊

急
浚

渫
推

進
事
業
の
推
進
 

地
方

公
共

団
体
が
、
緊
急
的
に
河
川
等
の
浚
渫
を
実
施
で
き
る
よ
う
、
緊
急
浚
渫
推
進
事
業
の
対
象
事
 

業
を

拡
充

（
防

災
重
点
農
業
用
た
め
池
等
）
す
る
こ
と
と
し
、
１
，
１
０
０
億
円
を
計
上
し
て
い
る
。
 

 

(
6
)
 
公

共
施

設
等

の
適
正
管
理
の
推
進
 

地
方

公
共

団
体
が
、
引
き
続
き
公
共
施
設
等
の
適
正
管
理
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
け
る
よ
う
、
公
 

共
施

設
等

適
正

管
理
推
進
事
業
に
お
い
て
、
集
約
化
・
複
合
化
に
係
る
事
業
の
対
象
を
拡
充
（
非
建
築
物
 

（
グ

ラ
ウ

ン
ド

等
）
）
す
る
こ
と
と
し
、
４
，
３
２
０
億
円
を
計
上
し
て
い
る
。
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東

日
本

大
震

災
復

興
特

別
会

計
予

算
に

係
る

国
庫

支
出

金
を

受
け

て
事

業
を

実
施

す
る

場
合

に
発

行
す

る
一

般
補

助
施

設
整

備
等

事
業

債

　
東

日
本

大
震

災
復

興
特

別
会

計
予

算
に

係
る

国
庫

支
出

金
を

受
け

て
事

業
を

実
施

す
る

場
合

に
発

行
す

る
公

営
企

業
債

　
公

営
企

業
の

事
業

区
分

に
お

い
て

発
行

す
る

震
災

減
収

対
策

企
業

債

　
資

金
区

分
の

変
更

等
を

行
う

場
合

に
お

い
て

発
行

す
る

借
換

債

総
計

令
和

３
年

度

(
A
)
-
(
B
)

(
C
)

令
和

２
年

度

五

　
地

方
税

等
、

使
用

料
・

手
数

料
の

減
収

が
生

じ
る

こ
と

と
な

る
場

合
に

お
い

て
発

行
す

る
特

別
減

収
対

策
債

　
国

の
予

算
等

貸
付

金
債

の
（

　
）

書
は

、
災

害
援

護
資

金
貸

付
金

な
ど

の
国

の
予

算
等

に
基

づ
く

貸
付

金
を

財
源

と
す

る
も

の
で

あ
っ

て
外

書
で

あ
る

。

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

資
金

国
の

予
算

等
貸

付
金

　
地

方
税

等
の

減
収

が
生

じ
る

こ
と

と
な

る
場

合
に

お
い

て
発

行
す

る
減

収
補

塡
債

(
C
)
/
(
B
)
×
1
0
0

増
減

率
差

引

計
画

額
(
B
)

計
画

額
(
A
)

財
政

融
資

資
金

公
営

企
業

会
計

等
分

銀
行

等
引

受

そ
の
他
同
意
等
の
見
込
ま
れ
る
項
目

訳

国
の

予
算

等
貸

付
金

債

普
通

会
計

分

臨
時

財
政

対
策

債

　
地

方
財

政
法

第
3
3
条

の
５

の
1
2
の

規
定

に
よ

り
発

行
す

る
猶

予
特

例
債

　
公

営
企

業
の

資
金

不
足

額
が

発
生

又
は

拡
大

す
る

こ
と

と
な

る
場

合
に

お
い

て
発

行
す

る
特

別
減

収
対

策
企

業
債

内

四
退

職
手

当
債

三 公
的

資
金

民
間

等
資

金

　
財

政
再

生
団

体
が

発
行

す
る

再
生

振
替

特
例

債

市
場

公
募

　
防

災
・

減
災

、
国

土
強

靱
化

の
た

め
の

５
か

年
加

速
化

対
策

事
業

に
係

る
地

方
負

担
額

に
対

し
て

発
行

す
る

防
災

・
減

災
・

国
土

強
靱

化
緊

急
対

策
事

業
債
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